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衆議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年５月25日）
▷自動車運転業務については、長時間労働の実態があることに留意し、
改正法施行後５年後の特例適用までの間、過労死の発生を防止する観
点から改善基準告示の見直しを行うなど必要な施策の検討を進める

参議院厚生労働委員会附帯決議（平成30年６月28日）

▷過労死や精神疾患などの健康被害が最も深刻であり、かつそのため

に深刻な人手不足に陥っている運輸・物流産業の現状にも鑑み、決し

て物流を止めてはいけないという強い決意の下、関係省庁及び関係労

使や荷主等を含めた協議の場における議論

▷自動車運転業務については、過労死等の防止の観点から、「自動車
運転者の労働時間等の改善のための基準」の総拘束時間等の改善につ
いて、関係省庁と連携し、速やかに検討を開始

▷ 令和４年12月23日に改正され、令和６年４月１日から適用

トラック運転者の改善基準告示の改正

■厚生労働省ホームページ

リーフレット、パンフレット、
告示、通達、Q＆A

荷主向けリーフレット、
各種リンクなど掲載

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（改善基準告示）



鹿児島労働局における取組②

各労働基準監督署における荷主企業等への要請実施状況

▷ 令和４年12月23日より、「荷主特別対策チーム」を編成し対応。

▷ 全国では約１年間で約11,000件実施。（令和５年１月～12月）

▷ 各種事業主団体に対して鹿児島労働局から要請を実施（令和５年５月）。

▷ 荷主企業125社に対して鹿児島労働局から要請を実施（令和５年５月）。

労働基準監督署による取組状況

※ 重複含む

鹿児島労働局実績
（令和５年１月～令和６年２月暫定）

発荷主 124
着荷主 72

元請運送事業者 9

鹿児島労働局における取組①

道路貨物運送業事業場への労働時間説明会
（令和５年度までの取組状況）

▷ 県内４つの労働基準監督署（鹿児島・川内・鹿
屋・加治木）において、トラック協会全支部に対し
て労働時間説明会を実施。

▷ 名瀬労働基準監督署においては、奄美自動車連合
会の傘下企業に対して労働時間説明会を実施すると
ともに各島で説明会を実施。

▷ 説明会の不参加企業や、トラック協会未加入事業
場、説明会を実施していない地域に対しても、監督
署が直接実施する労働時間説明会および委託事業に
よる説明会へ参加勧奨を実施。

▷ 令和６年度以降も、本協議会の場を利用する等必
要な情報交換を行っていく。

▷ トラック協会未加入事業場および名瀬署管内の説
明会を実施していない地域をはじめとする対象に向
けて、集団的な手法による労働時間説明会の実施お
よび個別の企業に対する相談および訪問支援等引き
続き対応する。



▷ 厚生労働省ＨＰ内に設置

▷ 長時間の荷待ちに関する情報を収集

▷ 都道府県ごとに情報提供送信フォー
ムへのリンクが展開

▷ 情報を基に、労働基準監督署が要請
等を実施

▷ 全国ではおよそ1年間で約700件の
情報が寄せられ、このうち約660件を
国交省に情報提供。

（令和５年１月～12月）

▷ 情報お待ちしております

長時間の荷待ちに関する情報を収集します



▷ 俳優・小芝風花さんを起用し、時間外
労働の上限規制の適用に向けて制作

▷ 令和５年７月～ トラック編公開

働き方改革ＰＲ動画「はたらきかたススメ」

■はたらきかたススメ特設サイト

■PR動画イメージ

■トラックのページ



２ 事業の概要・スキーム

○生産性向上に向けた設備投資等の取組に係る費用を助成し、労働時間の削減等の導入に向けた環境整備に取り組む中小企業事業主を支援。
○令和６年４月から時間外労働の上限規制が適用される業種等については、他の業種と比べ労働時間が長い実態があることも踏まえ、引き続き支援を実施。

１ 事業の目的

働き方改革推進支援助成金

令和６年度当初予算案 71億円（68億円）※（）内は前年度当初予算額
労働保険特別会計 一般

会計労災 雇用 徴収

○

労働基準局労働条件政策課（内線5524）

コース名 成果目標 助成上限額※１（補助率原則3/4（団体推進コースは定額））

業種別課題対応コース
（長時間労働等の課題を抱え
る業種等を支援するため、労
働時間の削減等に向けた環境
整備に取組む中小企業事業主
に助成）

建設事業
以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②所定休日の増加

成果目標の達成状況に基づき、①～②の助成上限額を算出
①月80H超→月60H以下：250万円※２
②４週４休→４週８休：100万円

自動車運転の業務
以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②新規に10時間以上の勤務間インターバル制度を導入

成果目標の達成状況に基づき、①～②の助成上限額を算出
①月80H超→月60H以下：250万円※２
②11H以上：170万円※３

医業に従事する医師

以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②新規に９時間以上の勤務間インターバル制度を導入
③医師の働き方改革の推進

成果目標の達成状況に基づき、①～③の助成上限額を算出
①月80H超→月60H以下：250万円※2
➁11H以上：170万円※４
③50万円

砂糖製造業
（鹿児島県・沖縄県に限る）

36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減 月80H超→月60H以下：250万円※２

労働時間短縮・年休促進支援コース
（労働時間の削減や、年次有給休暇の取得促進に向けた環境整備に
取組む中小企業事業主に助成）

以下の何れかを１つ以上実施
①36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減
②年休の計画的付与制度の整備
③時間単位の年休の整備及び特別休暇の整備

成果目標の達成状況に基づき、①～③の助成上限額を算出

①月80H超→月60H以下：200万円※５
②25万円 ③25万円

勤務間インターバル導入コース
（勤務間インターバルを導入する中小企業事業主に対し助成）

新規に９時間以上の勤務間インターバル制度を導入すること 導入した勤務間インターバルの時間数に応じて、以下の助成上限額となる
・９～11H：100万円 ・11H以上：120万円

団体推進コース
（傘下企業の生産性の向上に向けた取組を行う事業主団体に対し助成）

事業主団体が、傘下企業のうち１/2以上の企業について、そ
の取組又は取組結果を活用すること

上限額：500万円
複数地域で構成する事業主団体（傘下企業数が10社以上）の場合
上限額：1,000万円

合計250万円

合計470万円

合計420万円

合計350万円

※１ 賃上げ加算制度あり（団体推進コースを除く）：賃金を３％以上引き上げた場合、その労働者数に応じて
助成金の上限額を更に15万円～最大150万円加算（５％以上の場合は、24万円～最大240万円加算）。
（常時使用する労働者数が30人以下の場合は加算額が倍になる。）

※２ 36協定の月の時間外・休日労働時間数の削減幅によって以下の助成上限額となること。（※５においても同様）
月80H超→月60～80H：150万円／月60～80H→月60H以下：200万円

※３ 10H～11Hの勤務間インターバルを導入した場合は、助成上限額150万円
※４ ９H～10Hの勤務間インターバルを導入した場合は、助成上限額120万円、

10～11Hの勤務間インターバルを導入した場合は、助成上限額150万円
※５ 月80H超→月60～80H：100万円／月60～80H→60H以下：150万円

○実施主体：都道府県労働局 ○令和４年度支給件数 5,789件 支給額 54億円

○助成対象となる取組（生産性向上等に向けた取組）：①就業規則の作成・変更、②労務管理担当者・労働者への研修（業務研修を含む）、
③外部専門家によるコンサルティング、④労務管理用機器等の導入・更新、
⑤労働能率の増進に資する設備・機器の導入・更新、⑥人材確保に向けた取組

（団体推進コースは、①市場調査、②新ビジネスモデルの開発、実験、③好事例の周知、普及啓発、④セミナーの開催、⑤巡回指導、相談窓口の設置 等）
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１ 働き方改革推進支援助成金の概要（イメージ）

働き方改革推進支援助成金は、働き方の推進に取り組む中小事業主を支援するための制度であり、生産性の向上や労

働能率の向上等を目指すものです。

課題別にみる助成金の活用事例（イメージ）

助成金

による

取り組み

企業の

課題

改善の

結果

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

積算業務を効率化し、
労働時間を削減したい！

土木工事積算システムを導入

過去の類似工事との比較が容
易になり、より短時間で適正
な積算値を算出できるように
なった。

運送業務を効率化し、
労働時間を削減したい！

積載量の多いトレーラーを導入

一度で多くの荷物を運べるよ
うになったことで、労働時間
が削減された。

内視鏡自動洗浄機を導入

内視鏡の洗浄作業を効率化し、
労働時間を削減したい！

新人でも１人で作業が可能に
なったことや、洗浄に要する
時間が削減されたことにより、
労働時間が削減された。
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２ 申請から支給まで（※令和５年度の場合）

交付申請書の提出
事業実施計画を添付

令和５年11月30日（木）まで（必着）

①交付申請

通知の受理

交付申請書の受付・審査

交付・不交付の決定・通知

事業実施
（機器の購入、就業規則の作成・変更・届出、
研修の実施など）

支給申請書の提出
事業実施予定期間が終了した日

から起算して30日後の日
または

令和６年２月９日（金）
のいずれか早い日まで（必着）

支給申請書の受付・審査

通知の受理
助成金受取

支給・不支給の決定・通知
助成金の支給手続

③支給申請

②事業実施

事業主 労働局（雇用環境・均等（部）室）

※支給対象事業主数は国の予算額に制約されるため、それ以前

に予告なく受付を締め切る場合があります。



働き方改革推進支援助成金の活用事例（運送業）（『生産性向上のヒント集』（令和４年度）抜粋）


